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Webを用いた企業認知状況の把握と企業PRヘの活用

上野山 勝也1,a) 松尾 豊1
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概要：Webが多くの人に日常的に利用されるようになり，企業にとってWebを PR（Public Relations）に
活用することは重要になっている．また，近年では，ソーシャルメディアの台頭により企業と顧客とのよ
り直接的な対話が可能になっている．本来，企業にとっての PRは，顧客との関係性を向上させることが
目的であるが，これまで，顧客と直接対話することが難しかったため，テレビ局や新聞社を介して顧客と
の関係性を間接的に築いてきた．一方，Webによる PRでは，企業が顧客からどのように認知されている
か知ることができ，PDCAサイクルを回すことにより効果的な PRを行うことが可能になる．本研究は，
Web上の企業に関する情報から企業の認知状況を把握する手法を提案する．検索エンジンを活用し，同一
の業界における複数の企業のWeb上の露出状況を同時に把握し比較することで，注目する企業の認知状況
を相対的に理解するという方法を採用した．また提案手法は，同一業界の他企業とのWeb上への共起関係
に注目する．提案手法をWeb業界に適用し，有効性を確認した．Web業界の共起ネットワークを抽出し
分析した．ネットワークにおけるポジションと企業活動の指標（財務等）との関連の分析，ネットワーク
における中心性をあげるために PRに関連するどのような因子が重要であるかを確認した．
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Abstract: Corporate PR activities become more and more important these days. That is largely driven by
social media such as Twitter and Facebook, which allow companies to communicate with customers directly.
Traditional PR has difficulty in understanding consumer recognition. This paper proposes a new scheme
to make companies understand consumer recognition easily using Web mining. We use a search engine and
text processing to extract information for PR activities. We propose an advanced methodology, which con-
siders Internet features. Also we evaluate the effectiveness by a case study of Internet industry. We show
comprehensive findings and the next step for improvement.
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1. はじめに

Webの普及や進化にともない，企業 PR（Public Rela-

tions）のあり方が見直されている．広告費用をかけ，一方

的に顧客の認知をあげようという従来の形から，Webを通

じて双方向の対話を行い，信頼感を作り出す方向に徐々に

変わってきつつある．企業からみた PRのための施策とし
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ては，以前は，いかにマスメディアと良好な関係を構築す

るかが重要であったが，近年では，ホームページやブログ

を通じた情報発信と顧客との対話，インフルエンサへの働

きかけ，Twitterやソーシャルネットワーキングサービス

（SNS）等のソーシャルメディアを通じた対話の設計と，急

速に幅が広がっている [1]．今日，企業 PRにおいてWeb

の活用は最重要事項の 1 つであるといっても過言ではな

い [2]．

通常の企業活動では，さまざまな業務において，計画，
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実行，効果測定，計画の修正という PDCAサイクル*1を

回すことで，継続的に改善を行う．しかし，従来からの企

業 PRは，企業の認知や評判といった客観的な測定が困難

である対象を扱うため，効果測定が難しく，PDCAサイク

ル*2を回すことが困難であった [3]．企業の認知や評判を把

握する方法は，マーケティング科学等の分野で古くから研

究が行われており，また商用のサービスとしてもさまざま

なものがあるが，一般的には，大規模なサーベイが必要と

なり，手間と費用がかかる．したがって，多くの場合，企

業 PRは，たとえば，増資や新商品発表といった企業活動

の事後報告としてとらえられており，その事後報告をいか

に認知や評判へとつなげるかという視点で考えられる．し

かし，本来は，顧客のニーズを出発点として，どのように

情報を発信していけばよいかを，適切な効果測定をしなが

ら考えるべきである．つまり，企業の都合を優先するプロ

ダクトアウトの考え方から，顧客のニーズを優先するマー

ケットインの考え方に転換する必要がある．

一方で，ウェブマイニングの分野では，Web上に増大

する情報から意味や知識を抽出する活動がさかんである．

Kawamuraらは掲示板やブログ，レビューの情報から意見

や評判の抽出を試み [4]，松尾らはWeb上の情報から企業

間関係を抽出する研究を行っている [5]．また，酒井らは企

業の業績発表記事から業績要因を抽出している [6]．さら

に，企業名等のエンティティ間の関係性を抽出する関係抽

出のさまざまな研究が行われている．こういったウェブマ

イニングの手法は，企業の認知や評判を知るために有用で

あり，企業 PRにおける計画や効果測定に活用できると思

われる．

本研究では，ウェブマイニングの手法を用い，Web上の

情報を企業 PRに活用する方法について提案する．Web上

の企業に関する情報は，複数の会社が同一ページ内で同時

に言及されることが多く，企業名の共起に着目した手法を

提案する．まず，共起関係に注目した企業間のネットワー

クを抽出し，分析する．次に，ネットワークにおけるポジ

ションと企業活動の指標（財務等）との関連を調査する．

最後に，ネットワークにおける中心性をあげるために，PR

に関連する因子としてどのような因子が重要であるかを調

べる．

本研究では企業名の共起に注目しているが，Webにおけ

る企業 PRの測定の手法として，それ以外にもさまざまな

ものが考えられる．たとえば，Twitterや Facebook，掲示

板等で企業名がポジティブに言及されているか，ネガティ

ブに言及されているか等の分析，企業のホームページや

*1 PDCA サイクルとは，計画立案（Planning）を事実に基づき行
い，施策を実施（Do）し結果を測定し（Check）計画立案に軌道
修正をかける（Act）計画立案サイクルであり，今日一般的に用
いられている．

*2 検索エンジンには Yahoo!を用いた．数値は 2011年 11月時点の
値を使用．

ソーシャルメディアの活動とアクセス数やコメント数等の

分析等である．しかし，本研究で用いている検索エンジン

のヒット件数を利用し企業名の共起に注目する方法は，そ

の企業だけが持つ情報（たとえばホームページへのアクセ

ス回数）や，特別な権限がないと取得できない情報（たと

えば，Facebookで「いいね」をしたユーザのコメント）が

なくとも適用可能であるという点で，手法の適用可能性が

高い．また，関係抽出に関する学術研究の蓄積も多く，広

く使われている手法としての一般性も高い．

企業の立場から考えると，企業名がWeb上にどのくらい

露出しているか，さらにはどういった企業名と共起してい

るのかを知ることは，PR活動のための材料の 1つとなる．

さらに財務情報とあわせて分析することで，企業の PR活

動の中で，企業名のWebでの露出状況が十分かどうか，ま

たどういった企業名と比較されるような説明をすればよい

かといった知見につながることが期待できる．本研究は，

関係抽出の技術を企業 PRに活かすための方法を提案し，

その可能性を示すものであるが，ウェブマイニング分野か

ら見れば応用的な研究，マーケティング分野からみれば企

業 PRのための新しい手法の提案と位置づけられる．こう

いった試みはこれまで著者らの知る限り行われていない．

本稿では，2章で関連研究とその取り組みについて説明

し，3章では従来の PR活動の計画プロセスが持つ課題に

言及し，それらをふまえたWeb上の情報を PRに活用す

る新たな手法を提案する．4章から 6章にかけて，実際に

Web業界に提案手法を通じ，手法の詳細に言及する．7章

では結果をふまえ，提案手法の有効性と限界について整理・

議論し，8章では全体を総括する．

2. 関連研究

2.1 Webの進化と PR活動

企業 PRの定義は「組織とその組織の存続を左右するパ

ブリックとの間に相互に利益をもたらす関係性を構築し維

持する経営機能」[7]である．Webの普及により，組織とパ

ブリックの間に新たな関係が生まれ，PR活動は変化して

きた．本節ではその変化を整理する．

Webが普及する 1990年より前は，PR活動とはマスメ

ディアを通じ，パブリックにいかに良い評判を作るかとい

う間接的で一方向的な活動であった．すなわち，新聞やテ

レビを通じた報道で，投資家，消費者，地域社会に企業を

どう見せていくかという一方向的な活動であった．

Webが普及し始めた 1990年頃から，パブリックとWeb

で直接的な関係を作れないかが模索され始めた．White

ら [8]はWebの双方向性を活かした関係深耕の手法の有効

性を示し，Hachigianaらは企業のWebでの情報発信が報

道関係者と報道内容にどのような影響を与えるかを分析し

た [9]．これらの取り組みは一定の成果をあげ，現在も多く

の企業がWebを活用してパブリックに対して直接的に PR
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活動を行っている．

2010年以降，Twitterや Facebookといったソーシャル

メディアが急速に普及し，組織とバブリックが直接的でか

つ，双方向な関係を構築できるようになった．Bongwon

ら [10]は，Twitter上で情報が伝播する過程を可視化/分

析し，Twitter上での PR活動の効果が測定できることを

示し，LeskovecらはWikipedia内で PR活動の効果を測定

する手法を示した [11]．これらは一定の成果をあげている

が，検索エンジンのヒット件数を利用し企業名の共起に注

目する方法は，筆者らの知る限り行われていない．本研究

は，Web上の企業に関する情報は，複数の会社が同一ペー

ジ内で同時に言及されることが多いことを受け，企業名の

共起に着目した手法を提案する．

2.2 Webからの関係抽出

Webからのエンティティ間の関係抽出は，ウェブマイニ

ングの分野で注目されており，他の分野へも応用されてい

る．自然言語処理の分野では，エンティティを単語としそ

の関係性を分析するという意味で関係抽出でありウェブマ

イニングが活用されている．キーワード解析，機械学習，

言語処理，ネットワーク分析と手法も多様である．

Web から関係性を抽出する早い時期の研究としては，

KautzらのReferral Web [12]がある．このシステムでは研

究者ネットワークを対象に，Web上の研究者名の共起関係

から研究者のつながりを発見できる．松尾らは対象語を特

徴付けるキーワードを抽出する手法を，対象語が用いられ

る文脈に沿って検索対象を絞り，精度高いキーワード抽出

を行っている [13]．また，浅田らはWeb上へのエンティ

ティの共起関係が現実社会のエンティティの関係に対応す

ると考え，Webから企業ネットワークや研究者ネットワー

ク [14]人間関係ネットワーク [15]を抽出する研究を行って

いる．立石らはWeb上の商品の口コミ情報に着目するこ

とで，商品と評判の関係抽出を試みている [16]．このよう

に，Webからエンティティ間の関係を抽出する手法および

その手法の応用研究は多く行われており一定の成果をあげ

ている．本研究は，このような一連の研究の 1つとして位

置づけられる．

これらのWeb上からエンティティ間の関係を抽出する

既存の研究は，エンティティの関係の強さを把握する際に

検索エンジンのヒット件数を用いる．たとえば，エンティ

ティ xとエンティティ yに対して，“x AND y”をクエリ

として共起件数を求め，Jaccard係数や Overlap係数等の

共起指標を計算し，対象係数に目的に沿う形で閾値を設定

し，関係の有無を決めるのが一般的である．本研究も同様

に検索エンジン上での共露出を用いた企業の露出状況の把

握/活用手法を提案する．

3. Web上の情報を用いた認知状況の把握手法

3.1 提案手法

従来の PRプロセスが持つ課題を，Web上の情報を活用

することで克服する提案プロセスの全体像を図 1 に示す．

3つのステップで構成されている．本稿では第一と第二の

ステップを中心に論じ，第三は考察に留める．

第一に，検索エンジンを用いWeb上での露出状況を描

画し，認知状況を理解する．対象は単一企業ではなく，業

界全体を対象とし，他企業との比較で対象企業の認知状況

を把握する．単一企業を対象にWeb上の情報を分析する

よりも複数企業の情報を比較分析する方が，有効であると

考える．また，特に共起を増やす事で認知量を増やすこと

が PR活動には重要であるという前提に立つ．これらを 4

章に記載する．

第二に，各企業の露出状況の評価を行う．対象業界全体

の露出状況をネットワーク図として取得し，ネットワーク

指標を用いた企業間の比較分析により各社の露出状況の評

価を試みる．中心性指標を用い，他の企業をどの程度共起

し認知量を高められているかを評価する．これらを 5章に

記載する．また，第三に，得られた認知状況を元に，PR

活動における課題抽出が可能かの検討および考察を行う．

これを 6章に記載する．

以上の提案手法は，検索エンジンを用いることで，認知

状況の把握にこれまで必要だった大規模なサーベイを用い

ず，省力化・低コスト化・常時モニタリングを可能とする．

また，顧客がアンケートに答える形式ではなく，Web上

に集積する情報が結果として顧客のアンケートを代替する

という考え方のため，意味情報を抽出するアルゴリズムを

高度化すれば，質問項目に制限がなくなるという可能性を

持っている．

また，本稿は，対象企業のPRの課題抽出の可能性の検討

までをスコープとし，PR活動の設計段階は対象としない．

3.2 実施対象

本研究では，Web業界を対象とし提案手法の有効性を示

す．本手法はどの業界にも活用できるものを提案している

が，Web企業はWeb上に情報が多いため，手法の有効性

が議論しやすいと考えた．Web企業のWebへの露出量は

図 1 提案手法のスコープ

Fig. 1 Scope of the proposed scheme.
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表 1 対象企業一覧

Table 1 Companies in Web industory.

図 2 業界別のWeb ページへの共起数比較

Fig. 2 Coocurreance comparison by industry.

他の業界と比べ多いことを示すため，Yahoo! APIを活用

し，1社あたりの検索ヒット件数を算出した．結果を図 2

に示す．Web企業の 1社あたりの露出件数はその他の企業

の露出件数より多く，手法の有効性が議論しやすいと考え

られる．

また，本研究での分析対象企業は，表 1 の国内上場企業

と海外企業の計 49社*3とした．

4. Webからの認知状況の抽出と描画

本章では，検索エンジン*4を通じWeb上の情報を収集・

編集し企業の認知状況を俯瞰するネットワーク図を作成す

る．これをアテンションマップと呼ぶことにする．アテン

ションマップでは，ノードが企業，エッジが企業間の共起

関係を表す．

企業のWebでの単独での露出状況（単独露出）と，他

企業とともに出現する露出（共起露出）の 2つの情報に基

づき作成する．検索エンジンにより，各企業名が出現する

ページ（露出ページ，もしくは単独露出ページと呼ぶ）数

を取得する．

ここでは Yahoo! APIを用い，各企業名を検索クエリと

したときのヒット件数を調べる．次に，検索エンジンによ

り，各企業の共露出数を獲得する．具体的には，2つの企

業名を ANDでつないで検索クエリとした際のヒット件数

を調べる．可視化に際して，ノードの描画サイズは単独露

出数によって式 (1)で定めた．

*3 全上場企業 3,667社に対しデータベースを提供するユーザーベー
ス社の業種分類を適用した．

*4 検索エンジン Yahoo!（http://www.yahoo.co.jp/）および
Yahoo! API を活用した．

ノードの大きさ N = log10(対象企業の露出数) (1)

エッジに関しては，共起の指標によりエッジの有無を決

める．これまでの研究でも多く用いられてきたように，共

起の程度を表す指標は多数存在し，たとえば，共起数の絶

対値に閾値を用いる手法や，ジャカード係数，シンプソン

係数，ダイス係数等があげられる．今回の描画の目的は，

消費者や報道陣のアテンションの可視化なので，単純に共

起数の絶対値に閾値を設定する手法を採用した．閾値は，

全上場企業 3,667社の平均単独ヒット数 13万件とした．可

視化のためのエッジの太さを式 (2)により定めた．

エッジの太さ L = log10(対象ノード間の共露出数) (2)

図 3 に，Web業界を対象とした 48企業のアテンション

マップを示す．ノード数 40，リンク数 240，リンクの密度

31%である．中心には，楽天や Yahoo!や Google等の大企

業が位置している．また，Mixiや Facebookや Twitterも

中心近くに位置しており，実際に次世代インターネットプ

ラットフォームとしてのソーシャルメデイアといった文脈

でよく言及されているのが反映されたものと考えられる．

本章では，検索エンジンを用いたアテンションマップの

作成について述べたが，次章ではこれを用いたネットワー

ク分析を通じ，各社の認知状況の評価を行う．

5. 認知状況のネットワーク分析による評価

本章では，まず前章にて獲得したアテンションマップの

ネットワーク構造を分析し，中心性指標と財務指標と比較

し分析することで，Web業界のアテンションマップが持

つ特性を調査する．次に，ネットワーク指標で示される各

ノードのポジションから認知状況を分析・評価することで

各企業の PRへの活用の可能性を調査する．

5.1 Web業界の認知状況分析

アテンションマップにおけるノードの次数分布を図 4

に示す．Yahoo!と楽天が次数 37 で最も高く，その次に

Googleと Twitterが続いている．ランダムネットワーク

と異なり次数の高いノードの存在が確認され，次数分布の

べき乗則*5が確認できる．

*5 現実世界に存在する多くのネットワークが共通して持つ性質の 1
つ．少数のノードが多数のリンクを持ち，その他大部分のノード
が少数のリンクを持つというネットワーク構造のこと．
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図 3 Web 業界のアテンションマップ

Fig. 3 The attention map of Web industory.

図 4 次数*6分布

Fig. 4 Comparison of digree centratity.

次に，中心性指標の分布を確認した．中心性指標は各

ノードがネットワーク内でどの程度中心的な役割を果たし

ているかを表す指標であり，目的により複数の計り方が存

在する．今回は最も一般的に用いられる次数中心性，距離

中心性，媒介中心性*7の 3つ [17], [18]を採用した．結果を

図 5 に示す．横軸は図 4 と同じであるが図の可読性を高め

るため非表記とした．媒介中心性の分布では，少数のノー

ドが高い媒介中心性を持っている．Yahoo!，楽天という 2

大Webサイトが最も中心に位置しており，次に，Twitter

*6 対象ノードが他のノードに対して持つリンクの数をノードの次数
と呼ぶ．

*7 それぞれの定義を記す．次数中心性とは対象ノードが他ノードと
直接リンクを持つ確率の高さを指数化したもの．距離中心性とは
任意ノードから対象ノードへの最短パスの短さを指数化したも
の．媒介中心性とは 2つの任意ノード間の最短パス内に対象ノー
ドが位置する確率の高さを指数化したもの．

が位置する．Twitter は収益規模では Google や Amazon

より小さいが，高い中心性を持つ．これは Twitterが API

の他社利用を強く推進しており，他社との共起が多いため

と推察できる．また，Mixi，Gree，DeNAという国内 SNS

の 3社に関しては，Mixiが他の 2社に比して中心性が高い

ことが分かる．これは近年，Mixiが他社との提携を推進し

ており報道陣や消費者がそれに関連するニュースおよび日

記をWebに多くアップロードしたためと推察できる．

次に，中心性指標と財務指標の関係性を分析し，結果を

図 6 に示す．縦軸は可読性を高めるため対数目盛りを用

いた．財務指標には売上高と営業利益を用いた．第一に，

中心性指標と財務指標は正に相関していることが確認で

きる．特に営業利益よりも売上との相関関係が強い．これ

は，Web業界では顧客のアテンションが売上につながると

いう直感とも一致する．
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図 5 各ノードの中心性分布

Fig. 5 Comparison of centrarities.

図 6 中心性指標と財務指標の分布

Fig. 6 Scattergram between centrarities and financial metrix.

第二に，線形近似すると，売上と各中心性指標との R-2

乗値は，媒介中心性は R = 0.97，距離中心性は R = 0.72，

次数中心性は R = 0.57となる．これより，ネットワーク

内でのハブの度合いや影響度を表す次数中心性や距離中心

性よりも，ネットワーク内での情報循環への影響度を表す

媒介中心性が売上と強く相関していることが分かる．

これらの中心性指標と財務指標間では正の相関関係が見

られるが，因果関係なのかどうかは現データで示すことは

できない．本稿の主目的は本手法を使って業界構造を解き

明かす事自体にはないためここでは深くは言及しないが，

顧客アテンションの獲得が売上に直結するWeb業界の特

性を考えるとこれらは再帰的な因果関係にあると推測でき

る．とするならば，企業 PR戦略が目指すべき方向性の 1

つは，共露出を高めることでアテンションマップ上で中心

性の高いポジションに立つことであると考えられる．

このように本手法で露出状況を描画することで，露出状

況の議論/考察が可能となった．次項では業界単位ではな

く，企業単位での分析を記載する．

5.2 各企業の認知状況分析

次に，各社のネットワーク上のポジションから認知状況

の評価を試みる．単独露出と比較して共露出の程度を表す

ための比率（共露出比率と呼ぶことにする）を式 (3)で定

義した．共露出比率の分布および中心性指標との関係性を

図 7 に示す．

共露出比率 =
他企業とののべ共露出数

単独露出数
(3)

まず，企業によって共露出比率が大きくばらついている

のが分かる．特に，上位 10～15社とそれより下位の企業

で共露出比率は大きく異なるのが分かる．これらより，対

象企業が他の企業に比してどの程度共露出に依存している

のかの他社との比較が可能となった．近年，競争が激化し

ているMixi，Gree，DeNAに注目すると，Mixiが最も共

露出比率が高い．これは，Mixiが近年ソーシャルグラフプ

ラットフォームという経営方針を打ち出し，他サイトとの

連携・提携を進めているためであると考えられる．表 2 に

この 3社を比べた際のネットワーク指標を示す．以上によ

り，中心性や共露出比率に着目してネットワークを分析す

ることで，各企業の特徴がとらえられることが分かった．

また，財務指標と比較することで共露出比率，全露出数

と財務指標（売上・利益）のバランスを比較することで他

社に比べて，多く露出できているか，および露出を売上や

利益につなげられているかといった知見が得られることが

確認できた．
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図 7 各ノードの共露出比率分布

Fig. 7 Coocurrence comparison.

表 2 国内 SNS 3 社の中心性指標

Table 2 Centrarity comparison of social media in Japan.

6. PR活動への活用可能性の検討

本章では，アテンションマップにおける中心性の高さが

何によってもたらされているのかという要因分析を試み

る．中心性の高さは，共露出をうまく行う事でより認知状

況を獲得していることを意味し，その要因分析を試みるこ

とで，Webより獲得した認知状況が PR活動へ活用できる

かどうかの可能性を検討する．

手法として，SVR（Support Vector Regression）を行い，

どのような共露出ワード（企業名と同時に出現する語）が

中心性に影響を与えているのかを考察する．

6.1 背景因子候補の選択とその狙い

目標変数の候補としては，「共露出比率」や「中心性」等

が考えられるが，共露出比率と次数中心性は定義により相

関が高いと考え，今回は前章で売上との相関が最も高かっ

た媒介中心性を目標変数として議論を進める．各企業の媒

介中心性を説明する「背景因子候補」を表 3 のとおり 7つ

設定した．

まず，検索エンジンを通じて，企業名と各背景因子候補

との共起数を全 49社において測定する．次に，媒介中心

性を目標変数，各背景因子候補との共起数を説明変数とし，

回帰を行った．説明変数の全組合せにおいて，SVRを適用

し，その平均予測精度を算出することで，各説明変数の予

測精度を算出する．予測精度が高かった説明変数は，背景

因子として重要であると考えられる．

背景因子候補としては，2種類設定した．第一に，どのよ

うな種類のページに露出することが中心性に影響を与える

表 3 設定した説明変数候補と背景因子

Table 3 Potential predictor variables and objectives.

のか特定するための背景因子候補を設定した．共起語とし

て，「ニュース」と「ブログ」の 2つを採用した．たとえば，

IT情報ポータルサイトであるアイティメディアはニュー

スへの露出を多く行っているため，ニュースという語との

共起が大きくなっているが，地域情報ポータルサイトであ

る eマチタウンは逆に一般のユーザへのバイラルなマーケ

ティングを意識しており，結果としてブログという語との

共起が高くなっている．企業の PR戦略上は，ニュースと

ブログが大きな要因であると考え，この 2つを取り上げた．

第二に，どのような露出の仕方をすることが，中心性に

影響を与えるのかを特定する狙いで背景因子候補を設定し

た．共起語は，「社長」，「戦略」，「ユーザ」，「ソーシャル」，

「クラウド」を採用した．具体的な例として，Amazonやア

カマイテクノロジーは「クラウド」という語との共起が他

の企業よりも高く，これらの企業がクラウドに力を入れて

おり，その技術や製品の紹介で頻繁にクラウドという語を

用いているためである．設定の狙いは表 3 に示す．たとえ

ば，「戦略」というワードが中心性に利いているかを考える

理由は，戦略発表会や，戦略の公表という企業活動が，中

心性に利いているかどうかを特定するためである．

6.2 本提案手法における SVRの位置づけ

SVRとは，カーネル法に基づく回帰分析であり，近年

SVMとともによく用いられる．SVRを行う際には，通常，

何らかの形で属性選択というプロセスを行うが，本研究は

各素性が中心性や共露出比率という目的変数とした SVR
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の回帰の精度にどのように寄与しているかを評価すること

で，背景因子の特定を行う．

属性選択とは，説明変数から目的変数を予測する回帰式

を算出する際に，最適な説明変数群を説明変数候補から特

定するプロセスである．本研究では，SVRを回帰式算出の

ために用いるのではなく，属性選択のプロセスにより，目

標変数がどのような説明変数により規定されているのかを

特定する．

具体的には，中心性という目的変数が，露出ページへの

どのような共起ワードに規定されているのかを特定するこ

とで，PR戦略策定上の示唆を得る．

6.3 結果

Web業界の企業 49社を対象に，7つの背景因子候補の

組合せにおいて SVRを実施し予測精度を測定した．表 4

に，各背景因子候補の単独での SVRの予測精度と，各背景

因子候補の組合せにおける SVRの予測精度の平均を示す．

その結果，第一に，ニュースサイトもブログもほぼ同程

度中心性の予測に寄与していることが分かる．したがって，

消費者からの露出はやはり重要であるといえる．同時に，

ソーシャルメディアの重要性が騒がれる昨今であるが，報

道陣による露出の重要性も確認できる．

第二に，背景因子により予測精度にばらつきがあること

が確認できる．まず，ソーシャル，クラウドといった流行

語は他の戦略や社長といったリアルな活動に紐づく言葉

よりは目標変数への影響度は低いことが分かる．流行語と

の共露出よりも，企業活動に基づいた露出量の拡大が中心

性および共露出に重要であることが確認できた．特に，企

業活動の中でも，社長とともに露出するかどうかが中心性

と共露出数と強く相関していることが確認された．これら

表 4 回帰の精度と対応する説明変数

Table 4 Accuracy of regression estimate and predictor vari-

able.

図 8 各業界の共露出比率分布（上位 30 社）

Fig. 8 Coocurrence comparison of each industry (Top30).

は，社長名を大々的に PRする企業とそうでない企業があ

るのを考えると現露出状況を評価する 1つの評価軸になる

と考えられる．

7. 議論

7.1 他業界への適応可能性

今回はWeb業界を対象に手法の有効性を検討したが，共

露出に着目した本手法がWeb上への露出量がWeb業界よ

り少ない他業界においても有効であるかどうかは疑問が残

る．それを検討するため，他業界に関しても同様に共起数，

共露出量の分布を測定した．結果を図 8 に示す．縦軸は共

露出比率であり，横軸は共露出比率を高い順番に並べた企

業群である．対象業界数はWeb業界を含む 10個とした．

図 8 に示される通り，共露出比率の分布は業界によって

異なるものの，他業界がWeb企業に比して共露出が少ない

訳ではないことが分かる．単独露出量はWeb業界が多い

が，同業界間の共露出は他業界でも同様に多く，また共露

出が多い企業と少ない企業が存在することが分かる．これ

により，他の多くの業界でも対象企業が競合企業に比して

共露出をうまく行えているかを評価する事が可能であると

考えられる．ただし，一部の業界に対し，手法の修正の余

地は残っており，たとえば，他業界より競争のない電気・

ガス業界は共露出比率が低い．また業界が密に協業し製品

を製造している自動車部品製造業界はほとんどの企業で共

露出が高く，企業間の差が少ない．

以上により，共露出比率に着目した本手法はWeb業界

以外の業界にも適用できるが一部の業界に対しては手法を

より業界の競争環境に合ったものに修正していく余地があ

ることが確認できた．

7.2 従来の PR活動が持つ課題と提案手法

本項では従来の PR活動が持つ課題に対する，提案手法

の意味合いを整理する．企業活動には開発，生産，マーケ

ティング，物流，人事，といった多くの要素がある．その

中で，PR活動は人の認知という計測が難しい対象を扱う

ため，事実に基づく計画が難しく，科学的なアプローチが
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図 9 既存プロセスと提案プロセスの比較

Fig. 9 Comparison between existing process and new process.

表 5 本提案手法の有効性と限界

Table 5 Efficiency and limitation of proposed scheme.

難しかった．本来は，PRは企業が消費者にどう認識され

ているかという事実に基づき，PR上の課題を理解した上

で，その解決策として PR施策が計画および実行され，そ

の効果が測定されるといった PDCAサイクルが望ましい．

一方で，実態はそうなっておらず既存プロセスと提案プロ

セスの対比を図 9 に示す．第一に，認知状況を把握するた

めの情報が不足しているため，PR施策が事実に基づき計

画されることはまれである．第二に，PR施策の効果測定

に大規模なサーベイが必要になるため実際に効果測定はあ

まり行われない．したがって，既存の PR戦略の策定プロ

セスは健全な PDCAが回りにくいという特徴を持つ．

既存プロセスの課題を受け，P（Planning）プロセスに

おいてWebを活用することで，対象企業の認知状況を常時

モニタリングできる仕組みを提案した．検索エンジンを活

用することで省力化を実現した．情報化社会においては，

顧客のアテンション*8の総量は有限であるため，顧客のア

テンション内のシェアを獲得する，つまり認知量を増やす

事が重要である．したがって他社との共露出に着目し，対

象企業がどう認知されているかを相対的に描画する手法を

提案した．

7.3 PDCAプロセス上の本手法の有効性と限界

4章から 6章にかけ，Web上の情報から企業の認知状況

を把握する手法を提案し，実際にWeb業界に適用するこ

とにより有効性を示した．一方，いくつかの前提を置いて

いるため，本章では提案手法の有効性と限界を整理する．

表 5 にそれを記載する．

第一に，4章の露出状況の把握に関して，人へのサーベ

イを用いず検索エンジンで情報を自動収集する方法を用い

たことで，現状把握の省力化や低コスト化，また把握対象

の拡大の可能性は示すことができた．一方，Web上に存在

する情報の質の十分性の検証は行っていない．人の企業へ
*8 認知

の認知が十分にテキストデータとしてWeb上にアップさ

れるかどうかは，今後検証をしていく必要がある．

第二に，5章の露出状況の評価に関して，今回対象企業

が独立に認知されているわけではなく同業界他社と相互に

影響し合い，認知を形成しているという思想を手法に盛り

込んだことで，業界全体のアテンションマップの中で対象

企業のポジショニングを相対的に評価できることが示され

た．一方，4章で把握した情報の描画手法が最適なものか

は検討の余地が残っている．情報の描画手法を変えること

でより質の高い評価が可能となるかもしれない．たとえば，

検索エンジンのヒット数と共露出数だけでなく，各ページ

のページビュー数を勘案したアテンションマップを作成す

ればより精度の高い評価が実現できる可能性がある．

第三に，6章の背景因子の抽出に関して，今回の手法で，

企業がどのような言葉とともに露出するかを比較分析する

ことで PR担当者がとるべき施策への示唆を獲得できるこ

とが示された．一方，実用性を高め，PR担当者の行動に

つなげるためにはもう一段解像度の高い課題抽出が必要で

あることも確認できた．次なる分析の一案としては共露出

ページの意味解析を通じ，課題を抽出する．あるいはそれ

を時系列でモニタリングし，異なるタイミングで比較する

ことで課題を浮き彫りにする等の方法が考えられる．

以上をまとめると，本項での提案手法は，Web上の情報

を PRにおける現状把握や他社比較による評価・課題抽出

に活用できることを示すことができた．同時に，抽出する

情報の質・精度，またどのように戦略に活用するかについ

ては，潜在的な研究要素が多くあり，研究トピックとして

大きく発展すべきものであると考えている．

8. むすび

本稿では，Web上の情報を企業 PRに活用する手法につ

いて述べた．第一に，ユーザや報道機関への認知状況を検

索エンジンを活用し，業界のネットワーク全体を抽出・描

画することで対象企業の露出状況を競合と比較分析する手

法を提案した．第二に，露出ネットワークの分析と，露出

ページの分析により，露出状況を評価する手法を提案した．

本稿では，特にWeb業界に焦点を当てて手法を述べたが，

基本的には他の業界にも適用可能であり，今後もWeb上

の情報の増加とともにその有効性が高まると考えられる．

今後は，現状把握・評価の解像度を高めていくことで手

法の有効性を高め，最終的には PR戦略の課題の抽出や設

計に活用していきたいと考えている．本稿が，日本の大企

業における客観的な会社最適な合意形成への一端にならん

ことを願っている．
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